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国大協広報誌「国立大学」別冊17号（2019）

 1. 学　生　 多様な人材を地域で育成

2. 教　育　 社会に開かれた質の高い高等教育を提供

3. 研　究　 学術研究の基盤を支え、その発展をけん引

4. 産学連携　 企業等との連携により新たな価値を創造

5. 国際化　 世界に開かれる国立大学の教育・研究

6. 附属病院　 最先端医療の提供と地域医療の最後の砦

 7. 教職員　 一人ひとりの果たす役割が大学を支える

8. 財務状況　 運営から経営への転換に向けた努力

国立
86大学

全国
782大学

（出典）文部科学省「学校基本調査」
（各年度）より国立大学協会事務局作成

公立
93大学

私立
603大学

編集・発行 / 一般社団法人  国立大学協会　〒 101-0003  東京都千代田区一ツ橋 2-1-2  TEL：03−4212−3506

教育経費 研究経費 診療経費（病院人件費を含む）

受託研究費等 一般管理費人件費（附属病院以外）

（単位：億円）

（単位：億円）
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8. 財 務 状 況
運営から経営への転換に向けた努力

予算総額は2017年度以降維持しているものの、教育・研究活動の基盤となる基幹経費の額は2004年の法人化以降大きく減少している
（8-1）。決算では、経常収益のうち運営費交付金収益の割合は減少、診療報酬等の附属病院収益の割合が増加（ただし、消費税増税等
により利益率は悪化）（8-2）、また、経常費用のうち診療経費の割合が増加、業務の効率化等により人件費・管理費を抑制している（8-3）。
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861 97345

基幹経費 機能強化経費 機能強化促進費 特殊要因運営費交付金 （注）2019年度は、機能強化経費の一部及び機能強化促進費が基幹経費化
（出典）文部科学省「国立大学関係予算（案）の概要」（各年度）より国立大学協会事務局作成　
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（単位：億円）（年度）

（出典）文部科学省「国立大学法人の平成 16 年度財務諸表について」及び文部科学省「国立大学法人等の平成 29 事業年度決算等について」より国立大学協会事務局作成

(出典 )文部科学省「国立大学法人の平成 16 年度財務諸表について」及び文部科学省「国立大学法人等の平成 29 事業年度決算等について」より国立大学協会事務局作成
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8-3　決算（経常費用）（2004年度・2017年度）

8-2　決算（経常収益）（2004年度・2017年度）
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31,401

運営費交付金収益 附属病院収益

学生納付金収益 競争的資金等 その他

一般運営費交付金 特別運営費交付金 附属病院運営費交付金 特殊要因運営費交付金
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8-1　予算（国立大学法人運営費交付金等）

12,412

11,813

11,366

10,945

11,654
47.7％

1,936
7.9％ 1,059

4.3％

3,560
14.6％

6,245
25.5％

2004年
24,454

（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある

P U B L I C  R E L AT I O N S  M A G A Z I N E  O F  N AT I O N A L  U N I V E R S I T I E S11



P U B L I C  R E L AT I O N S  M A G A Z I N E  O F  N AT I O N A L  U N I V E R S I T I E S 02P U B L I C  R E L AT I O N S  M A G A Z I N E  O F  N AT I O N A L  U N I V E R S I T I E S01



P U B L I C  R E L AT I O N S  M A G A Z I N E  O F  N AT I O N A L  U N I V E R S I T I E S 04P U B L I C  R E L AT I O N S  M A G A Z I N E  O F  N AT I O N A L  U N I V E R S I T I E S03

（注1）「修士課程」の学生数には、修士課程及び博士前期課程（医歯学、薬学（修業年限 4 年）、
　　　獣医学関係以外の一貫制課程の 1・2 年次の課程を含む）の学生数が含まれる

（注２）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校基本調査」（平成 30 年度）より国立大学協会事務局作成

（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校基本調査」（平成 30 年度）より国立大学協会事務局作成

（注）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を
　　　「三大都市圏」とする

（出典）文部科学省「学校基本調査」（平成 30 年度）より国立大学協会事務局作成

1-3　分野別学生比率

1-1　課程別学生数 1-2　地域別学生数（学部生+大学院生）

学士課程 国立（単位：人） （単位：人）
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博士課程 私立

専門職学位課程
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私立 三大都市圏 三大都市圏以外
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1. 学　生
多様な人材を地域で育成

修士課程の約 60%、博士課程の約 70％が国立大学の学生であり（1-1）、分野別にみても多様な分野で高
度な大学教育を提供している（1-3）。また、国立大学の全学生数のうち約 65％は三大都市圏以外の学生
であり、地域における人材育成も担っている（1-2）。

20％

国立 公立 私立

国立 公立 私立 国立 公立 私立

2-1　教育関係共同利用拠点

（出典）文部科学省公表資料より国立大学協会事務局作成
（注）2018 年 9 月 5 日現在

（注）正規授業として実施しているプログラム
（出典）文部科学省「開かれた大学づくりに関する調査研究」
             （平成 29 年度 ）より国立大学協会事務局作成

（注）公開講座を「開設した」と回答した大学のうち、受講者数
        の記入があった大学の回答を集計

（出典）文部科学省「開かれた大学づくりに関する調査研究」（平成29年度）
　　　より国立大学協会事務局作成 
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2. 教　育
社会に開かれた質の高い高等教育を提供

教育関係共同利用拠点のほとんどを国立大学が占めており、多様な分野における大学教育発展のための全
国的拠点としての役割を担う（2-1）とともに、質が高く充実した教育環境を整備している（2-2、2-3）。また、
社会人学生数は増加しており（2-4）、リカレント教育にも積極的に取り組んでいる（2-5 ～ 2-7）。
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2-2  学生100人当たりの
専任教員数

私立大学 2

60
拠点 国立大学

58

（出典）文部科学省「学校基本調査」（平成 30 年度）より
　　　  国立大学協会事務局作成
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（出典）文部科学省「学術情報基盤実態調査」（平成 29 年度）及び
　　　「学校基本調査」（平成 29 年度）より国立大学協会事務局作成
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2-6　社会人の学び直しに関する
プログラム件数（1大学当たりの平均）

2-7　公開講座の年間受講者数
（1大学当たりの平均）

（出典）文部科学省『学校基本調査』（各年度）より国立大学協会事務局作成
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2-4　国立大学大学院における
社会人学生数
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◎拠点の種類

2-3　学生1人当たりの
蔵書数
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（出典）文部科学省委託「 開かれた大学づくりに関する
             調査研究」( 平成 29 年度 ) より国立大学協会事務局作成 

93.0

67.2
63.4

国立 公立 私立

100%

80%

60%

40%

0

20%

2-5　社会人の学び直しに
関する取組の実施率
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（注１）「修士課程」、「博士課程」、「専門職学位課程」の学生数の合計
（注２）「修士課程」の学生数には、修士課程及び博士前期課程（医歯学、薬学（修業年限 4 年）、
　　　獣医学関係以外の一貫制課程の 1・2 年次の課程を含む）の学生数が含まれる

（出典）文部科学省「学校基本調査」（平成 30 年度）より国立大学協会事務局作成
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3. 研　究
学術研究の基盤を支え、その発展をけん引

科研費の採択件数、採択率、配分額はともに高い水準にある（3-1）。また多様な分野における全国的・国
際的研究拠点として学術研究の発展に貢献し（3-2）、国際的に注目度の高い研究論文も多く産出している
（3-3）。一方、電子ジャーナルの価格上昇等により、研究環境の維持が困難な状況にある（3-4）。

全世界に約 20,000 校ある高等教育機関のうち、研究力に関する評価基準を満たした 1,258 校の中で、
日本はアメリカに次いで 103 校がランクインしており、そのうちの 55校が国立大学である。

3-3　Top10% 補正論文数

（出典）日本学術振興会「研究者が所属する研究機関種別 配分状況表（平成 30 年度 新規採択分）」より国立大学協会事務局作成

その他
2,983
11.6％

その他
10,262,720
12.7％

私立大学
7,044
27.3％

私立大学
14,926,080
18.5％

公立大学
1,879
7.3％

公立大学
4,407,260
5.5％

25,796
件

80,717,910
千円

3-1　科学研究費補助金（2018 年度新規採択分）

採択件数 配分状況

2000年以降の日本人ノーベル賞受賞者

 2000年以降の出生国別ノーベル賞受賞者数

（出典）Nobel Prize. Org のウェブサイトより国立大学協会事務局作成

英国・THE（Times Higher Education）世界大学ランキング国別ランクイン大学数

1,258
校

（出典）「Times Higher Education World University Rankings 2019」より 国立大学協会事務局作成

その他 496 アメリカ 172

日本 103
国立大学 55
公私立大学 48

中国 72

フランス 34

オーストラリア 35
ブラジル 36

ロシア連邦 35

イギリス 98

インド 49

ドイツ 47
イタリア 43
スペイン 38

QS（Quacquarelli Symonds）社　
世界大学ランキング（分野別）2019年

（出典）「QS World University Rankings by Subject  2019 」より国立大学協会事務局作成

3-4　1 国立大学当たりの電子ジャーナルの利用可能種類と
自然科学系分野別電子ジャーナルの平均単価

（出典）文部科学省「学術情報基盤実態調査」（各年度）及び大学図書館コンソーシアム連合
　 　　（JUSTICE）公表資料より国立大学協会事務局作成
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利用可能種類（合計） 自然科学系分野別電子ジャーナル平均単価

採択率
国立大学
13,890
53.8％

（注）全分野における 2013 年から 2015 年の平均値
（出典）文部科学省科学技術・学術政策研究所
 　　　「科学研究のベンチマーキング 2017」より
　　　　国立大学協会事務局作成

その他
353
8.3％

企業
205
4.8％

特殊法人・
独立行政
法人
699
16.5％

私立大学
546
12.9％

公立大学
162
3.8％

4,242
タイトル 国立大学

2,277
53.7％

公立大学 7

ネットワーク型 6

109
拠点

（注）2019 年 4 月 1 日現在
（出典）文部科学省公表資料より国立大学協会事務局作成

うち、6 拠 点は 国
際共同利用・共同
研究拠点に認定

国立大学
73

国立大学
51,121,850

63.3％

3-2　共同利用・共同研究拠点　国際共同利用・共同研究拠点

（注）平和賞、文学賞を除く
（出典）Nobel Prize. Org のウェブサイトより国立大学協会事務局作成

参考データ

私立大学 23
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4-1　大学における民間企業等からの
研究費受入額（2017年度）

4-3　民間企業等との
共同研究実施件数

個別実績上位３０大学の内訳

4-4　民間企業等との
共同研究費受入額

個別実績上位３０大学の内訳

4-5　同一都道府県内中小企業との
共同研究実施件数　
上位３０大学の内訳

4-6　知的財産権等収入額 4-7　国立大学における寄附金受入額

4-2　国立大学等における民間企業等との
共同研究・受託研究の実施件数及び研究費受入額

（注）共同研究、受託研究を合計した額
（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（平成 29 年度）より
　　　　国立大学協会事務局作成

（注）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を「三大都市圏」とする
（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（平成 29 年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（各年度）より国立大学協会事務局作成 （出典）文部科学省提供資料（国立大学の財務諸表等）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について」（各年度）より国立大学協会事務局作成 （出典）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査結果」（各年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「学校基本調査」
　　　（各年度）より国立大学協会事務局作成

（注）2012 年度の授業科目数には、語学としての
　　　授業科目を一部含む
（出典）国立大学協会「国立大学における教育の国際化
　　　　の更なる推進について」フォローアップ調査結果
　 　　（各年度）より国立大学協会事務局作成

（注）2011・2012年度は海外留学者数（日本人に限らない）の割合。分母は、同年5月1日時点の総学生数。2013 年度以降は
　　海外留学者数（日本人学生に限る）の割合。分母は【同年5月1日時点の総学生数（国立大学協会調査）- 外国人留学生数】
（出典）国立大学協会「国立大学における教育の国際化の更なる推進について」フォローアップ調査結果（各年度）より国立大学協会事務局作成
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5-1　海外からの留学生数

5-2　国立大学における海外への留学者数・比率 5-3　国立大学における
外国人教員数（本務者）

5-4　国立大学における
英語での授業実施科目数

5-5　海外からの受入研究者数 5-6　海外への派遣研究者数

（単位：人）

（単位：百万円）

（単位：億円）

（単位：科目数）

（単位：件）

4. 産 学 連 携
企業等との連携により新たな価値を創造

民間企業等との共同研究・受託研究において、研究費受入額の７割以上を占めており（4-1）、実施件数及び受入額は年々
増加している（4-2）。特に地方国立大学において、民間企業等との共同研究を活発に実施している（4-3 ～ 4-5）。また、
各大学の努力により知的財産権等収入額は大きく増加し（4-6）、寄附金受入額も毎年安定的に確保している（4-7）。

5. 国 際 化
世界に開かれる国立大学の教育・研究

海外からの留学生数、海外への留学者数は毎年増加しており、特に大学院においては外国人留学生の 6
割以上を国立大学で受け入れている（5-1、5-2）。外国人教員数、英語による授業数も年々増加している（5-3、
5-4）。また、多くの研究者を受入・派遣している（5-5、5-6）。
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（注１）2016 年度の調査結果
（注２）短期・中期・長期派遣の合計数
（出典）文部科学省「研究者の交流に関する調査報告書」（平成 29 年度）より国立大学協会事務局作成

（注１）2016 年度の調査結果
（注２）短期・中期・長期受入の合計数
（注３）雇用及び雇用以外の合計数
（出典）文部科学省「研究者の交流に関する調査報告書」（平成 29 年度）より国立大学協会事務局作成
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6-1　国立大学・附属病院における
外来患者・新入院患者延べ数

6-5　国立大学附属病院における
診療機器等取得額

6-2　国立大学・附属病院における
外来診療・入院診療単価

6-3　特定機能病院

6-4　臓器移植件数

（出典）国立大学協会研修事業関係資料より国立大学協会事務局作成

（注1）2019 年 4 月 1 日現在　
（注2）ここでは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を「三大都市圏」とする
（出典）厚生労働省「特定機能病院一覧」より国立大学協会事務局作成

（注）公益社団法人 日本臓器移植ネットワーク調べ（1999 年 2 月 28 日〜 2017 年 9 月 26 日現在までの累計数）
（出典）国立大学協会研修事業関係資料より国立大学協会事務局作成

（注）診療機器等の取得額は、各年度における附属病院の活動に使用する 50 万円以上の
　　　診療機器や管理用機器などの総額

（出典）国立大学法人の決算関連書類（国立大学協会研修関係資料等）より国立大学協会事務局作成 

（出典）国立大学協会研修事業関係資料より国立大学協会事務局作成

診療機器等の減価償却額 診療機器等の取得額 不足額

外来診療単価（左軸） 入院診療単価（右軸）外来患者延べ数（左軸） 新入院患者延べ数（右軸）
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6. 附 属 病 院
最先端医療の提供と地域医療の最後の砦

平均在院日数の短縮等による病床稼働率の上昇などの経営努力により、外来患者・新入院患者延べ数、外来診療・入院診療単価
はともに増加している（6-1、6-2）。また、特定機能病院の承認、臓器移植等の高度な医療の実施など、日本の医療を支えている（6-3、
6-4）。一方、診療機器等の減価償却費に対して取得額が大きく不足し、設備等の老朽化が懸念される（6-5）。
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（注）2018 年 5 月 1 日現在の値
（出典） 国立大学協会「国立大学における男女共同参画の実施に関する追跡調査（第 15 回）」（2018 年 11 月 5 日）
　　　  より国立大学協会事務局作成 （出典）文部科学省「大学等における産学連携等

　　　　実施状況について」（各年度）より国立大
　　　 学協会事務局作成

（出典）文部科学省公表資料より国立大学協会
　　　　事務局作成

（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校基本調査」（各年度）より国立大学協会事務局作成

（出典）文部科学省「国立大学法人等の役職員の給与等の水準」（各年度）より国立大学協会事務局作成

（注）教員数は、本務者を示し、兼務者を含まない
（出典）文部科学省「学校基本調査」（各年度版）より国立大学協会事務局作成

7-1　国立大学の教員数（年齢別）

7-4　国立大学におけるクロスアポイントメント制度実施状況

7-5　国立大学の職員数（職務別）

7-2　国立大学における教員の男女比率

7-3　年代別国立大学における任期付き教員比率

7-6　国立大学における教職員人件費
（常勤・非常勤）

（年度）
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7. 教 職 員
一人ひとりの果たす役割が大学を支える

2004年の法人化以降、若手（40 歳未満）の教員比率が減少し（7-1）、現在その約半数が任期付き雇用となっている（7-3）。一方、女
性教員比率は増加し（7-2）、クロスアポイントメント制度の活用促進等、人事改革が進んでいる（7-4）。職員においては、附属病院の
業務拡大等により医療系職員の比率が大幅に増加している（7-5）。役職員人件費のうちの非常勤役職員の比率が増加している（7-6）。

2016

国立大学附属
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（注）割合については、値を四捨五入しているため、各区分の合計が 100％にならない場合がある
（出典）文部科学省「学校教員統計調査」（各年度）より国立大学協会事務局作成




